
（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 44 82 191
一般財源

一般財源 402 299 46

人件費（理論値）②　（千円） 2,320 2,582 4,097

トータルコスト①＋②　（千円） 2,942 3,292 4,525

単位当たりコスト　（円） 70,048 84,410 105,233

目標達成率　（％） － 67 98

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
男女共同参画はあらゆる分野にかかわるため、講座などの事業内容は常に開拓をし 平成２９年度当初に男女平等推進センターが移転した。
ていく必要がある。情報収集や他部署、他機関等との連携も欠かせない。 移転前はセンターの認知度向上という大きな課題を解決
男女平等推進センターでは、男女平等推進センター運営協議会より事業等について するため、センター会議室で講座を開催することが主で
意見をいただくなどし、地域のニーズを捉えた事業運営に努めている。 あった。
また、他部署、他機関との連携等を積極的に行っている。 移転後は自
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新
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ズに沿った講座にでき
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ることなどを再確認し
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、今後に向けた成果 こ
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携し、助成金を活用し

参

た事業は継続３年目で
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幹事市を れることなど

啓

を予定しているが、引

発
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った。「防災と男女共

研

同参画」を事業テーマ

修
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事

課と協力して 進センタ

業

ー運営協議会で検討す

継

るなどし、新たな講座

続

運
、連携事業の企画・
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策

であり人件費が増 営方
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え

名

た結果、効率性が下が

0

っている。

1 計画を推進していくために

施　策　名 02 互いに尊重しあえる意識の醸成

基本事業名 02 男女共同参画の推進

所管課係名 生活文化課　男女共同参画係 所管課長名 島﨑　律照

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）男女共同参画社会基本法

（市）東久留米市第３次男女平等推進プラン

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民
対象

事業内容 市の男女共同参画の推進拠点である男女平等推進センター事業として講座・交流会等を開催し、情報、学習の機

・ 会、団体及び個人の相互交流の機会を提供する。

活動手段

目的 男女共同参画推進の重要な担い手である市民や事業所等が男女共同参画について知り、理解を深める機会を提供

・ するとともに、男女共同参画の視点から地域の課題解決にかかる活動や連携を支援することで、市の男女共同参

意図 画推進を図る。

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 主催講座等講座開催回数 単位 回

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

42 39 43

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 主催講座参加者アンケート「男女共同参画について知ることができた」と回答した者の率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 75

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 － 100 70

実績値 未把握 67 68

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 622 710 428

国 0 0 191

上記「事業費 特定財源 都 176 329 0



費（実績額）①　（千円） 14,567 14,600 5,323

国 0 0 2,311

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 2,311
一般財源

一般財源 14,567 14,600 701

人件費（理論値）②　（千円） 3,093 2,881 2,868

トータルコスト①＋②　（千円） 17,660 17,481 8,191

単位当たりコスト　（円） 49,056 48,694 33,570

目標達成率　（％） － 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
男女平等推進センターの運営については、定期的に男女平等推進センター運営協議 センターの場所が分かりづらく周知が難しく、入りづら
会において議論をしたり、事業開催時に参加者アンケートを行ったりし、利用者の いこと、開館日時に平日就労者の来所が難しいことが課
立場からの意見収集に努めている。これら意見を踏まえて、課題等改善に努めなが 題である。
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センター運営事業
継続

政　策　名 01 計画を推進していくために

施　策　名 02 互いに尊重しあえる意識の醸成

基本事業名 02 男女共同参画の推進

所管課係名 生活文化課　男女共同参画係 所管課長名 島﨑　律照

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）男女共同参画社会基本法

（市）東久留米市男女平等推進センター条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 □ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成26年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民
対象

事業内容 男女平等推進センター（土・日曜日、祝日及び年末年始を除く午前９時～午後５時開館）に必要な環境整備を行

・ い、センターを円滑に運営する。専門員及びコーディネーターを配置するとともに、男女平等推進センター運営

活動手段 協議会を設置する。

目的 男女共同参画の総合的な拠点施設として基本的な機能を備えたうえで、専門的な視点や市民の視点から効果的、

・ 効率的な運営環境を整え、市の男女共同参画推進の拠点施設である男女平等推進センターを市民が有効に利用す

意図 ることができるようする。

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 男女平等推進センター開館日数 単位 日

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

360 359 244

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 条例上開館すべき日数に対し、実際に開館した日数の割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 － 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業



0 386 407

国 0 0 187

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 187
一般財源

一般財源 430 386 33

人件費（理論値）②　（千円） 2,320 2,210 2,048

トータルコスト①＋②　（千円） 2,750 2,596 2,455

単位当たりコスト　（円） 344 325 307

目標達成率　（％） － － 108

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
男女共同参画はあらゆる分野にかかわるが、身近なテーマから考えることが理解へ 「ときめき」は、広く市民へ向けて男女共同参画への理
の近道である。 解促進を図るための、市で唯一の男女共同参画啓発資料
公募市民による情報誌編集は、地域の生活者の視点や地域情報を盛り込んだ、身近 である。
で分かりやすい記事作りにつながっている。 より多くの市民が手に取ることが望ましいが、男性や若
また、発行部数は４，０００部と限られているが、市ホームページに掲載し、広く 年層などに対する情報発信が難しい点
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務事業名 020203 男女共同参画情報誌発行事業
継続

政　策　名 01 計画を推進していくために

施　策　名 02 互いに尊重しあえる意識の醸成

基本事業名 02 男女共同参画の推進

所管課係名 生活文化課　男女共同参画係 所管課長名 島﨑　律照

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）男女共同参画社会基本法

（市）東久留米市第３次男女平等推進プラン

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民
対象

事業内容 東久留米市の男女共同参画情報誌「ときめき」を年２回、各号４，０００部発行する。

・ 月１回（年１２回）、市民公募の編集委員による編集会議を開催し、企画検討など情報誌制作を行う。

活動手段 情報誌は印刷製本したもののほか、市ホームページにおいてバックナンバーを含めて掲載している。

目的 市民委員が企画編集を行うことで、地域の生活者の視点から男女共同参画について情報発信をする。これにより

・ 、市民が男女共同参画を身近なことと感じ、理解を深める。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 情報誌年間発行部数 単位 部

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

8,000 8,000 8,000

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 性別だけで役割等を決める考え方に反対またはどちらかといえば反対と考える市民の割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 60

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 － － 55

実績値 － 53 60

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 43



費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,291 1,274 1,274

国 0 0 310

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 310
一般財源

一般財源 1,291 1,274 654

人件費（理論値）②　（千円） 773 516 491

トータルコスト①＋②　（千円） 2,064 1,790 1,765

単位当たりコスト　（円） 10,750 9,471 9,339

目標達成率　（％） － 90 95

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
男女平等推進センターで行う相談事業は、情報誌「ときめき」や男女平等推進セン 悩みを抱える女性は孤立した状況に置かれていることも
ター事業開催時などで周知をしている。また、広報誌に月１回掲載している市相談 多い。また、近年、ストーカー被害や、デートＤＶ、Ａ
事業記事内で、予約スケジュールを案内している。 Ｖ出演強要、リベンジポルノ等、若年層に対する脅威の
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020204 男女平等推進センター相談事業
継続

政　策　名 01 計画を推進していくために

施　策　名 02 互いに尊重しあえる意識の醸成

基本事業名 02 男女共同参画の推進

所管課係名 生活文化課　男女共同参画係 所管課長名 島﨑　律照

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市男女平等推進センター条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民
対象

事業内容 男女平等推進センターで「女性のための悩みごと相談」及び「女性弁護士による法律相談」を実施する。

・ 両相談とも専門家による相談で、悩みごと相談はフェミニストカウンセラーが、法律相談は女性の弁護士が担当

活動手段 する。悩みごと相談は週１回（３人）、法律相談は月１回（３人）開催する。

目的 女性が抱える問題の背景にはジェンダーがあることが多く、背景を十分に踏まえた専門的な相談により、女性の

・ 自立を支援する。また、男性には相談しにくい内容や、男性と話すのが苦手な方でも、安心して受けることがで

意図 きる法律相談の機会を提供する。あわせて、これら相談事業を通じてニーズを把握し、他事業に反映させる。

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 相談事業年間実施枠数 単位 人

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

192 189 189

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 相談事業年間利用のべ人数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 189

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 － 170 170

実績値 162 153 162

事業費・人件



源 特定財源に伴う一般財源 0 0 46
一般財源

一般財源 0 3,538 7,239

人件費（理論値）②　（千円） 0 2,528 1,803

トータルコスト①＋②　（千円） 0 6,066 9,134

単位当たりコスト　（円） － 6,066,000 761,167

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 廃止(完了･統合含む)

説明 総合評価（課題・方向性）
定例的業務ではないため、業務フローに改善の余地はない。 時間的制約が大きい中、年度当初の移転作業を滞りなく

進め、センター事業を中断することなく実施した。
また、場所づくりについて男女平等推進センター運営協
議会で継続して検討するとともに、関係課との調整を行
い、利用者の視点、横の連携等を踏まえて一定の整備を
完了した。
今後は、新しい場所での利点を生かした効果的なセンタ
ーづくりをめざし、運営する中で課題を把握しながら必

効率性 ５ 達成度 ３ 要な改善を行い、利便性の向上を図っていく。

説明
年度当初に男女平等推進センターの旧設置場所から移転し、新しく市庁舎内に男女
平等推進センターを設置した。移転に伴ったセンター休館はなく、相談事業、情報
提供、講座等事業は例年同様に実施した。
一部スペースは、市庁舎全体のレイアウト変更スケジュールの中で改修工事が完了
したのちにセンターエリアとし
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度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 020205 男女平等推進センター移転事業
継続

政　策　名 01 計画を推進していくために

施　策　名 02 互いに尊重しあえる意識の醸成

基本事業名 02 男女共同参画の推進

所管課係名 生活文化課　男女共同参画係 所管課長名 島﨑　律照

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期 平成29年度

根拠法令等 （市）東久留米市男女平等推進センター条例

（市）東久留米市男女平等推進センター条例施行規則

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

男女平等推進センター
対象

事業内容 男女平等推進センターを市庁舎内に移転する。

・ 賃貸物件の原状回復、施設内インフラの改廃手続きや備品等の運搬・廃棄を行うとともに、新たに設置する市庁

活動手段 舎内センターエリアを整備する。また、法令等の整備や、移転についての周知を行う。

目的 市の男女共同参画推進の拠点施設を、可能な限り継続性を確保しながら、移転する。また、女性の活躍推進に向

・ けて、関連部署と連携した取組を促進するための環境を整える。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 男女平等推進センター移転に要した期間 単位 月

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

0 1 12

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 0 3,538 7,331

国 0 0 46

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財



スト①＋②　（千円） 2,907 2,906 2,330

単位当たりコスト　（円） 2,907,000 2,906,000 2,330,000

目標達成率　（％） － 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律が求める民間団体への支 配偶者暴力被害者を保護し、自立を支援する取り組みは
援のひとつである。効果的な事業運営に向けて、一時保護等担当部署との連携強化 重要な課題であり、今後も継続して支援をしていく。
などが考えられる。 また、被害者の保護や自立支援においては、関連部署・

機関との連携が不可欠であり、効率的・効果的な支援に
結び付けるために連携強化を図る。

効率性 ４ 達成度 ３

説明
交付件数等の増減なく、例年通り事業を実施した。

　平成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 020206 配偶者暴力被害に対する支援事業
継続

政　策　名 01 計画を推進していくために

施　策　名 02 互いに尊重しあえる意識の醸成

基本事業名 02 男女共同参画の推進

所管課係名 生活文化課　男女共同参画係 所管課長名 島﨑　律照

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律

（市）東久留米市緊急一時保護施設運営費補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 ■ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 □ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

配偶者暴力の被害者
対象

事業内容 配偶者暴力被害者支援事業として民間シェルターを対象に緊急一時保護施設運営費補助金を交付する。

・

活動手段

目的 男女共同参画社会の実現を妨げる配偶者暴力から被害者を保護し自立を支援する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助金を交付したシェルター数 単位 件

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

1 1 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 支援施設での保護を必要とする者のうち保護した者の割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 － 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 200 200 200

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 200 200 200

人件費（理論値）②　（千円） 2,707 2,706 2,130

トータルコ



事業費（実績額）①　（千円） 0 0 3,812

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 3,812

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 0 0 491

トータルコスト①＋②　（千円） 0 0 4,303

単位当たりコスト　（円） － － 4,303,000

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 廃止(完了･統合含む)

説明 総合評価（課題・方向性）
平成２９年度のみの事業であり、業務フローに改善の余地はない。 清瀬市、西東京市と連携した沿線３市男女共同参画連携

事業を実施するにあたり、東京都市長会・町村会の助成
金を活用するため、平成２９年度幹事市である当市で予
算化する必要があった。予算化について事前準備を進め
、補助金交付事業を行った。
東京都市長会・町村会の助成金は連携組織の代表市に交
付される。交付率は１０分の１０であり、本補助金は助
成金を財源としている。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
必要な諸手続き等を適切に行い、沿線３市男女共同参画連携事業実行委員会補助金
を交付した。

　平成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 020207 沿線3市男女共同参画連携事業実行委員会補助事業
新規

政　策　名 01 計画を推進していくために

施　策　名 02 互いに尊重しあえる意識の醸成

基本事業名 02 男女共同参画の推進

所管課係名 生活文化課　男女共同参画係 所管課長名 島﨑　律照

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期 平成29年度

根拠法令等 （市）平成２９年度沿線３市男女共同参画連携事業実行委員会補助金交付要綱

（東京都市長会・東京都町村会）多摩・島しょ広域連携活動助成金交付要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 ■ 該当 廃止予定の有無 ■ 該当 (廃止年度 平成29年度)

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

沿線３市男女共同参画連携事業実行委員会（清瀬市、東久留米市、西東京市の３市の男女共同参画施策担当によ
対象

る連携組織）

事業内容 沿線３市男女共同参画連携事業を企画運営する、沿線３市男女共同参画連携事業実行委員会に対して経費の一部

・ を補助する。

活動手段

目的 ３市職員の交流及び人材育成並びに圏域の男女共同参画の推進に向けた事業の活性化をもって、地域の魅力づく

・ り等に資する。連携事業の実施に際し本補助金を予算化することで、東京都市長会・町村会の助成金活用の要件

意図 を満たすこととなる。

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助金交付団体数 単位 団体

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

0 0 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度



,216 2,458

トータルコスト①＋②　（千円） 4,774 5,957 2,843

単位当たりコスト　（円） 795,667 744,625 568,600

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
公募市民を含めた会議による答申は、男女平等推進プランの実効性を高める結果に 市民会議は、市の男女共同参画施策全般について、市民
つながっており、会議は十分に機能しているといえる。 も参画して、課題や解決策等について検討する場である
また、諮問内容に応じ評価や検討方法を吟味しながら進めている。このことにより 。会議は、男女共同参画についてさらなる理解を深める
、改善、改正の余地はない。 と同時に、多様性を保ちながら進めることが必要である

。
平成３０年度は委員改選があるため、前期までの経験を
継承したうえで、新規委員の充実に向けた事務を進めて
いく。

効率性 ５ 達成度 ３ また、平成３０年度は３次プランの進捗状況評価作業を
初めて行うが、プラン推進に向けて、答申のフィードバ

説明
ックを着実に実施していく。

平成２９年度は、第２次プランの平成２８年度事業進捗状況評価及び第３次プラン
の進捗状況評価方法の２点についての諮問があった。市民会議は４回の会議及び１
回のワーキンググループを開催し、諮

　

問事項について検討し

平

、１０月及び３月に答

成

申を行った。緊急に開

3

催した会議への委員出

0

席率が低くなったこと

年

、１回の会議時
間が短

度

く済み、それが反訳業

(

務委託料に反映された

事

ことにより、会議回数

務

の減少割
合よりも、事

事

業費の減少率が高くな

業

っている。また、計画

評

策定に伴い会議準備に

価

長
時間を要した平成２

表

７、２８年度に比べ、

(

準備が短時間で済んだ

平

ため、人件費につ
いて

成

も同様に減少幅が大き

2

くなっている。

9年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 020208 男女共同参画推進事業
継続

政　策　名 01 計画を推進していくために

施　策　名 02 互いに尊重しあえる意識の醸成

基本事業名 02 男女共同参画の推進

所管課係名 生活文化課　男女共同参画係 所管課長名 島﨑　律照

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）男女共同参画社会基本法

（市）東久留米市男女平等推進市民会議条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市男女平等推進プランの推進及び男女共同参画社会の実現に向け解決が必要な課題に関する事項
対象

事業内容 東久留米市男女平等推進市民会議を設置する。市民会議は市長からの諮問により対象事項について検討し、答申

・ を行う。事務局として市民会議運営にかかる事務を行う。

活動手段

目的 東久留米市男女平等推進プランが目指す男女共同参画社会の実現に向けて解決が必要な課題を明らかにし、解決

・ のための取組を進める。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 会議開催数 単位 回

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

6 8 5

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 520 741 385

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 520 741 385

人件費（理論値）②　（千円） 4,254 5


